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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第５期 

第３四半期 
連結累計期間 

第４期 

会計期間 
自 2020年７月１日 
至 2021年３月31日 

自 2019年７月１日 
至 2020年６月30日 

売上高 （千円） 3,909,136 5,233,755 

経常利益 （千円） 400,802 322,756 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（千円） 259,099 210,304 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 257,500 210,292 

純資産額 （千円） 985,930 728,431 

総資産額 （千円） 3,219,105 2,483,561 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 215.92 175.25 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － 

自己資本比率 （％） 30.63 29.33 

 

回次
第５期 

第３四半期 
連結会計期間 

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年３月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 142.16

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．2020年12月２日付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行っております。第４期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

４．第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

第５期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

５．当社は、第４期第３四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第４期第３

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 
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２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 主要な関係会社における異動につきましては、以下のとおりであります。 

・2020年８月25日付で、当社の連結子会社でありました明峰グループ事業協同組合は、清算結了しております。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。なお、当社グループ（当社及び連結子会社）は、前第３四半期連結累計期間については四半

期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比較分析は行っておりません。 

 

（1）財政状態の状況 

（資産） 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は3,219,105千円となり、前連結会計年度末に比べ735,544千円増

加いたしました。 

流動資産は2,246,359千円となり、前連結会計年度末に比べ762,112千円増加いたしました。これは主に未収入金

が52,265千円減少したものの、現金及び預金が201,443千円、受取手形及び売掛金が542,198千円増加したことによ

るものであります。 

固定資産は972,747千円となり、前連結会計年度末に比べ26,568千円減少いたしました。これは主に投資その他

の資産のその他（長期前払費用等）が6,946千円増加したものの、建物及び構築物が19,718千円、のれんが15,753

千円減少したことによるものであります。 

 

（負債） 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は2,233,175千円となり、前連結会計年度末に比べ478,045千円増

加いたしました。 

流動負債は1,847,524千円となり、前連結会計年度末に比べ595,274千円増加いたしました。これは主に支払手形

及び買掛金が25,140千円、短期借入金が419,000千円、前受金が140,790千円増加したことによるものであります。 

固定負債は385,651千円となり、前連結会計年度末に比べ117,229千円減少いたしました。これは主に長期借入金

が83,817千円、役員退職慰労引当金が35,350千円減少したことによるものであります。 

 

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は985,930千円となり、前連結会計年度末に比べ257,500千円増

加いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益259,099千円を計上したことによるものでありま

す。 

この結果、自己資本比率は30.63％（前連結会計年度末29.33％）となりました。 

 

（2）経営成績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響によ

り、景気が大幅に悪化したため、依然として、経済活動は厳しい状況にあります。個人消費も外出自粛の影響など

により、企業収益は大幅な減少が続いており、雇用情勢も弱い動きを示しているなど、足元においては、経済活動

全般は大きく停滞し、先行きについても予断の許さない、厳しい状況になりました。 

当社グループを取り巻く環境については、建設業界では新型コロナウイルス感染症の影響による公共工事の発注

時期の延期、一部工事の完成時期の延期等の影響はあるものの、今後とも全国規模の防災・減災対策、インフラ老

朽化対策、リニア中央新幹線建設など、社会資本整備が不可欠であり、建設投資は今後も底堅く推移していくこと

が見込まれております。 

人材派遣業界及び警備保障業界では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、雇い止めや自宅待機を余儀

なくされるなどの影響が出ております。また、外国人送り出し機関を設置しているカンボジアにおいても、同国及

び日本国からの要請により、送り出しそのものが停止されたことで、大きく影響を受けました。 

介護業界では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が社会に深刻な影響を及ぼすなか、当社はガイドラインに

基づいた様々な感染予防および事業継続に努めました。また、高齢者の感染予防や、従業員の感染リスク防止及び

安全の確保に努める等、様々な感染拡大防止策を講じ、行政機関と連携して、サービスの継続を行ってまいりまし

た。 

このような経済状況のもとで、当社グループは、グループ経営基盤の強化に取り組み、予実管理の精度向上等、

目標管理の向上に努めてまいりました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高3,909,136千円、営業利益376,089千円、経常利益

400,802千円、親会社株主に帰属する四半期純利益259,099千円となりました。 
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セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①建設関連サービス事業 

建設関連サービス事業においては、一部工事の工期延期により売上高は抑制されましたが、一部の地域で当初計

画より先行して工事が行われたことにより、売上高2,052,928千円、セグメント利益393,763千円となりました。ま

た、受注高については、国土交通省及び地方自治体からの発注により、1,497,412千円になり、受注残は1,003,955

千円となりました。 

 

②人材関連サービス事業 

人材関連サービス事業においては、当初計画にほぼ沿った水準で売上高は推移しましたが、営業利益はカンボジ

アでの送り出し事業の停止を主因に当初計画に比べ低調に推移し、売上高791,408千円、セグメント利益78,272千

円となりました。 

 

③建設事業 

建設事業においては、前期末の受注残高が低調であったことにより、当第３四半期連結累計期間の売上高

625,444千円、セグメント利益100,528千円となりました。また、受注高については、国土交通省及び地方自治体な

どからの発注により、1,193,062千円になり、受注残高は776,343千円になりました。 

 

④介護事業

介護事業においては、当初計画どおりの水準で売上が推移しましたが、計画上見込んでいた人員の採用時期が後

ろにずれ込み経費が抑制された結果、売上高439,357千円、セグメント利益73,956千円となりました。 

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について変更しております。

詳細については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （追加情報）（新型コロナウイルス感

染症拡大に伴う会計上の見積り）」に記載しております。

 

(4）経営方針・経営戦略等 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

当第３四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

(6）研究開発活動 

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 4,800,000 

計 4,800,000 

 

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（2021年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（2021年５月17日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 1,200,000 1,200,000 非上場 

権利内容について何ら限定の

ない当社における標準となる

株式であります。なお、単元

株式数は100株であります。

計 1,200,000 1,200,000 － － 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

2021年１月１日～ 

2021年３月31日 
－ 1,200,000 － 100,000 － － 

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2021年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,200,000 12,000 

完全議決権株式であり、権利内

容について何ら限定のない当社

における標準となる株式であり

ます。なお、単元株式数は100株

であります。

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 1,200,000 － － 

総株主の議決権 － 12,000 － 

 

②【自己株式等】

2021年３月31日現在 
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、第３四半期連結会計期

間（2021年１月１日から2021年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年７月１日から2021年３月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2020年６月30日） 
当第３四半期連結会計期間 

（2021年３月31日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 240,429 441,873

受取手形及び売掛金 1,107,902 1,650,100

仕掛品 10,381 23,844

原材料及び貯蔵品 38,213 40,067

前払費用 26,791 25,992

未収入金 60,548 8,283

その他 154 56,581

貸倒引当金 △172 △382

流動資産合計 1,484,247 2,246,359

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 949,146 950,543

減価償却累計額 △595,393 △616,508

建物及び構築物（純額） 353,753 334,035

土地 318,210 318,210

リース資産 37,421 37,421

減価償却累計額 △16,717 △20,641

リース資産（純額） 20,704 16,780

その他 271,138 270,980

減価償却累計額 △242,021 △239,091

その他（純額） 29,116 31,888

有形固定資産合計 721,783 700,913

無形固定資産    

のれん 35,320 19,567

その他 60,305 60,456

無形固定資産合計 95,625 80,023

投資その他の資産    

投資有価証券 9,000 9,000

敷金及び保証金 67,045 69,554

繰延税金資産 87,457 87,457

その他 19,321 26,267

貸倒引当金 △917 △467

投資その他の資産合計 181,906 191,811

固定資産合計 999,314 972,747

資産合計 2,483,561 3,219,105
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2020年６月30日） 
当第３四半期連結会計期間 

（2021年３月31日） 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 170,250 195,390

短期借入金 ※1     251,600 ※1     670,600

１年内返済予定の長期借入金 111,756 111,756

リース債務 5,806 5,561

未払金 24,179 23,440

未払費用 221,672 213,086

未払法人税等 70,926 86,354

未払消費税等 115,524 117,217

前受金 73,749 214,539

預り金 61,244 55,801

賞与引当金 122,637 135,370

工事損失引当金 22,072 16,967

その他 835 1,444

流動負債合計 1,252,250 1,847,524

固定負債    

長期借入金 329,666 245,849

リース債務 17,200 13,077

役員退職慰労引当金 55,267 19,917

退職給付に係る負債 61,863 68,688

資産除去債務 35,832 36,269

その他 3,052 1,851

固定負債合計 502,880 385,651

負債合計 1,755,130 2,233,175

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 100,000

利益剰余金 628,201 887,301

株主資本合計 728,201 987,301

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 229 △1,370

その他の包括利益累計額合計 229 △1,370

純資産合計 728,431 985,930

負債純資産合計 2,483,561 3,219,105
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2020年７月１日 
至 2021年３月31日） 

売上高 3,909,136

売上原価 2,700,977

売上総利益 1,208,160

販売費及び一般管理費 832,070

営業利益 376,089

営業外収益  

受取利息 51

受取配当金 119

為替差益 5,555

受取地代家賃 6,942

補助金収入 15,222

その他 2,348

営業外収益合計 30,236

営業外費用  

支払利息 5,443

その他 80

営業外費用合計 5,523

経常利益 400,802

特別利益  

固定資産売却益 1,057

特別利益合計 1,057

特別損失  

固定資産除却損 54

特別損失合計 54

税金等調整前四半期純利益 401,806

法人税等 142,706

四半期純利益 259,099

親会社株主に帰属する四半期純利益 259,099
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2020年７月１日 
至 2021年３月31日） 

四半期純利益 259,099

その他の包括利益  

為替換算調整勘定 △1,600

その他の包括利益合計 △1,600

四半期包括利益 257,500

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 257,500

非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 2020年８月25日付で、明峰グループ事業協同組合は清算結了したため、第２四半期連結会計期間より連結の範

囲から除外しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法によっており

ます。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）

 新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した（追加情報）（新型コロナウイルス感染症拡大に

伴う会計上の見積り）において、新型コロナウイルス感染症の影響に関して当連結会計年度の一定期間にわたる

と仮定を置いておりましたが、新型コロナウイルス感染症拡大の現状を鑑み、その影響が翌連結会計年度の一定

期間にわたると仮定を見直し、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行ってお

ります。

 なお、仮定の変更による固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに及ぼす影響は

ありません。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年６月30日）

当第３四半期連結会計期間

（2021年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
1,750,000千円 1,750,000千円 

借入実行残高 251,600 670,600

差引額 1,498,400 1,079,400

 

 ２ 偶発債務

 当社の子会社であります株式会社メイホーアティーボは、2020年５月22日付で、同社の元従業員から割増賃金

及び遅延損害金の支払を求める民事訴訟を提起されました。弁護士の見解も踏まえ、現時点で株式会社メイホー

アティーボに対する請求が認められることは考えておりません。従って、当該訴訟による支払いが生じる可能性

は低いため、四半期連結財務諸表には反映しておりません。

 なお、訴訟金額は割増賃金2,835千円と年14.6％の遅延損害金であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

 該当事項はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自 2020年７月１日
至 2021年３月31日）

減価償却費 46,323千円

のれんの償却額 15,753
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自 2020年７月１日 至 2021年３月31日） 

１．配当金支払額 

 該当事項はありません。 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自 2020年７月１日 至 2021年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 

合計 
建設関連サービ

ス事業 
人材関連サービ

ス事業 
建設事業 介護事業 

売上高          

外部顧客への売上高 2,052,928 791,408 625,444 439,357 3,909,136 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ 21,626 － － 21,626 

計 2,052,928 813,034 625,444 439,357 3,930,762 

セグメント利益 393,763 78,272 100,528 73,956 646,519 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 
 

利益 金額 

報告セグメント計 646,519 

セグメント間取引消去 10,800 

全社損益（注） △281,230 

四半期連結損益計算書の営業利益 376,089 

 （注）全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2020年７月１日 
至 2021年３月31日） 

１株当たり四半期純利益 215円92銭 

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 259,099 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円） 
259,099 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,200,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

2020年12月２日開催の取締役会

決議による第１回新株予約権 

新株予約権の数  77個 

（普通株式   38,500株） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．2020年11月13日開催の取締役会決議に基づき、2020年12月２日開催の臨時株主総会の終結時を効力発生日とし

て、2020年12月２日付で普通株式１株につき2,000株の割合をもって株式分割を行っております。当連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。 
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